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ケース概要 
  2002 年 5 月に株式会社ローソンの社長となった新浪剛史氏は，矢継ぎ早に事業改革に

乗り出す。就任当時の新浪社長に同社はどのように見えていたのか，また同社の置かれた

競争環境はいかなるものであったのか。「おにぎり屋」というブランドを通じた基幹商品の

開発，ナチュラルローソンやローソンストア 100，ローソンプラスなど従来の青色のローソ

ン以外での進出や，様々な業態との提携を成功させるには同社で働く従業員と組織の意識

改革が欠かせない。社長就任から 8 年が経過した現在，組織変革プロセスを新浪氏と従業

員のインタビューを交えて検討する。 
 
Summary of the case  

In May, 2002, Mr. Takeshi NIINAMI became the President of LAWSON, INC. and soon 
started to change the company. This business case describes Mr. NIINAMI's situation, and 
circumstances outside the company. Through developing a new brand O-nigiri-ya, which is one 
of the main products of this company, gradually the employees' attitudes changed. At the same 
time, LAWSON has differed from competitors by developing new types of LAWSON, like 
Natural LAWSON, LAWSON Plus, LAWSON Store 100 and so on. 
 8 years have passed since he became the President. We discussed the process of the 

transformation of the company by interviewing Mr. NIINAMI and his employees. 
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り，新浪氏をはじめインタビューに協力頂いた方々に深くお礼申し上げます。また，インタビューを調整
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大学），鳥取部真己先生（九州産業大学）に感謝の意を表します。もちろん本文の内容の一切の誤りは筆
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株式会社ローソン1 

「お店」としてのコンビニから「企業」としてのコンビニへ 

 

アブストラクト 

 

 ケース概要 

  2002 年 5 月に株式会社ローソンの社長となった新浪剛史2氏は，矢継ぎ早に事業改革

に乗り出す。就任当時の新浪社長に同社はどのように見えていたのか，また同社の置かれ

た競争環境はいかなるものであったのか。「おにぎり屋」というブランドを通じた基幹商品

の開発，ナチュラルローソンやローソンストア 100，ローソンプラスなど従来の青色のロ

ーソン以外での進出や，様々な業態との提携を成功させるには同社で働く従業員と組織の

意識改革が欠かせない。社長就任から 8 年が経過した現在，組織変革プロセスを新浪氏と

従業員のインタビューを交えて検討する。 

 

 ケース課題 

 １．新浪氏の一連の改革の成功要因は何でしょうか 

 ２．成功要因と新浪氏の赴任当時にローソンで起きていた問題点との対応関係を考えて

みて下さい 

 ３．新浪氏の改革において育成制度と処遇制度改革が与えた役割を考えてみて下さい 
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1.  はじめに 

 「マチのほっとステーション」「元気になろーソン」，古くは「あいてます♪♪あなたの

ローソン」などのフレーズで有名な株式会社ローソン（以下ローソン）は，コンビニエン

スストア業界ではセブンイレブンに次ぐ業界第 2 位の店舗数を有している。青色の背景と

白字のロゴを基調した外装とミルク缶を模したロゴは，私たちの暮らしの中でもよく見か

けるし，ブランドとしてのイメージも確立していると言えるだろう。 

 青色の背景と白字のロゴのローソンだけでなく，健康に配慮したナチュラルローソン，

主婦層や高齢者層を対象としたローソンプラス，低価格帯を取り込んだローソンストア

100 など様々なローソンも見かけるようになった。 

 尐し特殊なローソンもある。例えば，東大病院内，京大病院内，慶応義塾大学病院など

にあるホスピタルローソン，日本郵政株式会社との共同で顧客の利便性を検討して郵便局

内部にも出店しているポスタルローソン3，東京大学，京都大学，埼玉大学等の大学内に

あるカレッジローソン，羽田空港や成田空港などの Air LAWSON，パーキングエリアや

宿泊施設などに併設されたローソンなど，様々なニーズに対応したローソンがそれぞれの

地域の景色として溶け込んでいる。 

 様々な出店形態だけがローソンの特徴ではない。業態を跨いだ合従連衡もローソンは盛

んである。ドラッグストアのマツモトキヨシとの提携や，日本郵政株式会社との提携など

立地確保の競争から軸をずらした活動を行っている。 

 近年のこうしたローソンの活発な動きの背景には，もちろん新浪社長による水路付けと

組織変革，いわゆる新浪改革によるところが大きいだろう。だが，企業は，トップが変わ

れば劇的にパフォーマンスが向上するわけでない。そこに働く人たちの意識や考え方が変

わらなければ，トップの考えたことが実行されないからである。このケースでは，新浪改

革と呼ばれる一連の改革と同時に行われた人事制度改革の視点から，新浪社長が実施した

改革がいかなるものであったのかを従業員のインタビューを交えて検討する。 
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2.  コンビニエンスストア業界とローソンの歴史 

2.1. コンビニエンスストア業界 

 コンビニエンスストア業界（CVS）は，小売業界の１つである。他にも衣料品やドラッ

グストアなどの医療品などがあるが，小売業の市場規模は年々微減傾向にあり，1999 年

で 142兆円規模であったものが 2008年には 135兆円規模と 1999 年比で 95％の規模にあ

る。 

コンビニエンスストアとスーパーマーケットの違いは，コンビニエンスストアは，ファ

ストフードや飲料，食料品，雑貨，雑誌，無形のサービスを取り扱う，9～75 坪で 14 時

間以上営業するセルフサービス店舗であるのに対して，スーパーマーケットは，食料品全

般と最寄性の高い雑貨を取り扱う150～450坪程度のセルフサービス店舗であるという違

いがある4。 

 小売業界全体の成長が鈍化している中でコンビニエンスストア業界の市場規模は，

1998 年の 5.5 兆円規模から 2008 年には 7.8 兆円規模へと成長しており，市場の成長に合

わせて店舗数も 41,714 店（2008 年）と直近 10 年間で約 1 万店ほど増加している（図１）。 

 コンビニエンスストア業界の市場シェアを見ると，セブンイレブン・ジャパン，ローソ

ン，ファミリーマート，サークル K サンクスの大手 4 社でコンビニエンスストア業界の

約8割を占めている。これらの上位4社は現在に至るまで大きな順位の変更は見られない。

大手 4 社業界トップのセブンイレブン・ジャパンがじわじわと市場シェアを伸ばして

34.8%のシェアを獲得し，他の大手3社の市場シェアについては大きな変動はない。但し，

2009 年 11 月にファミリーマートが業界 7 位の am/pm（レックスホールディングス）を

約 100 億円で買収したことで，店舗数は約 8,600 店舗となる。また首都圏に数多くの店舗

を持つ am/pm を傘下に治めたことで都内ではセブンイレブン・ジャパンを抜いて最も店

舗数が多くなる（図２）。 

 主要４社の店舗数の伸び具合を見ると主要 4 社であっても，出店度合いが異なる。2001

年の店舗数を 100 とした時に 2008 年の店舗数は 135.7%であるのに対して，ローソンは

116.5%である（図３）。 
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図１ コンビニエンスストア業界の市場規模と店舗数の変遷（1998～2008 年） 

 

 出典：社団法人日本フランチャイズチェーン協会の資料を基に作成 

 

図２：2000 年以降の主要コンビニエンスストアチェーンの市場シェア 

 

出典：ローソン『アニューアルレポート 2009』および日経産業新聞編『日経市場占有率

2010 年版』日本経済新聞社 を基に作成 

注 1）2004 年に合併したサークルＫとサンクスについては，2004 年以前も双方の合計と

して計算 

注 2）2009 年 11 月 12 日に行われた業界 7 位の am/pm とファミリーマートの合併によ

るシェアの調整は行っていない 
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図３ 2001 年の店舗数を 100 とした時の主要 4 社の店舗数の伸び 

 

出典：各社のホームページを基に作成 

 

2.2. ローソンの歴史と概要 

 ローソンの起源は，1939 年にアメリカのオハイオ州で J.J.ローソン氏がミルクショッ

クローソンを設立したことに由来する。現在のミルク缶のロゴに代表されるように，当時

のローソン氏のビジネスは，牛乳販売業である。ローソン氏の販売する新鮮かつ良質の牛

乳は，「ローソンさんの美味しい牛乳」として瞬く間に評判を広めることとなった。やが

て牛乳と一緒にパンや卵といった食料品から次第に日用品なども取り扱って欲しいとい

う顧客の要望に応える形で食料雑貨店へと変貌を遂げていくこととなる。ちなみに，現在

のローソンのブランドカラー（青色）は，ローソンミルク社発祥の地であるオハイオの澄

み切った空をイメージしてデザインされている。 

 食料雑貨店としてシカゴ周辺まで規模を拡大したローソンは，アメリカ北東部を中心に

チェーン展開をしていたが，1959 年には米国食品業界大手のコンソリデーテッドフーズ

社が，ローソンミルク社を買収する。その後，ファストフードの導入によりローソンミル

ク社は，大手のコンビニチェーンとして成長をしていく。 

 日本でのローソンは，数多くの資本が入りこんだ人種の坩堝ならぬ，コンビニの坩堝で

ある。1974 年 12 月，株式会社ダイエーはコンソリデーテッドフーズ社とコンサルティン

グ契約締結し，子会社であるローソンミルク社が保有するコンビニ運営システムやノウハ

ウを参考にして 1975 年 4 月にダイエーローソン株式会社を設立した。同年 6 月には大阪

府豊中市に桜塚店が 1 号店としてオープンし，これが日本におけるローソンのはじまりと

なる。 

 その後，首都圏でコンビニエンスストアを展開していたサンチェーンがダイエーに資金

援助を求めてきたことを受けて，1980 年 9 月にはダイエーとサンチェーンが包括的な業

務提携を締結する。当時 187 店舗有していたローソンは，関西圏に強みを持っていても，

なかなか首都圏に進出することができなかった。そこへ首都圏に 258 店舗を展開するサン
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チェーンとの業務提携によってローソンは首都圏進出への大きな足がかりをつけること

ができた。こうして 1989 年には株式会社ダイエーコンビニエンスシステムズの設立によ

ってローソンとサンチェーンが合併し，3,000 店を超えるコンビニエンスストアチェーン

が誕生する。 

 急成長を遂げるローソンであったが，親会社のダイエーの経営不振から 2000 年にはダ

イエーと三菱商事の間でローソンに関する資本提携を締結し，経営母体は三菱商事へと移

行していく。2002 年には現在の社長である新浪剛史氏が三菱商事から社長含みの顧問と

して赴任して現在に至っている。 

その後，2008 年 1 月にも，株式会社新撰組とのフランチャイズ契約（FC 契約）を締結

し，積極的な活動をしている。 

 様々なコンビニエンスストアを傘下に収めているが，毎年の出店を閉店のペース（図４）

を見ると，ダイエー傘下であった 2001 年までは出店攻勢が続き，閉店の数を大きく上回

っている。反対に，新浪氏が就任した 2002 年は，直近 10 年でも唯一閉店が出店を超え

ている。その後，2005 年前後までは年間 700 店前後のペースで出店を続けつつ，同時に

400 店前後を毎年閉店している状況が続いている。2007 年と 2008 年は，出店と閉店の店

舗数の差が小さくなり，出店ペースも 400 から 500 店の間で落ち着いている。 

 さらに，図５で月平均の客数と客単価を見てみると，客単価は 600 円前後から微減傾向

にあるが，反面，月平均の客数は，1997 年と直近の 2008 年と比較すると 100 人近く増

加している。つまり，客単価の低下を来客数で補填している構造が窺える。 

 

図４ 各年度の出店と閉店数 

 

出典：各年のアニューアルレポートより作成 
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図５ 客単価と平均来店者数 

 

注 1）客数は，月あたりの平均人数。したがって平均客数×客単価≒日販となる 

出典：各年のアニューアルレポートより作成 

 

 直営店とフランチャイズ契約の店舗数の比較を行うと，新浪氏が就任した 2002 年以降

は，300 店舗から 400 店舗台を推移しているが，2008 年度は，青色のローソン以外の業

態のローソンもカウントしたことと，2008 年 1 月にコンビニチェーンの新撰組とフラン

チャイズ契約を結び，9 月には九九プラスを連結子会社に含めたことにより，直営店比率

が高まっている。だが，基本的には，加盟店からのロイヤリティ（フランチャイズフィー）

による安定収入と，加盟店の売り上げを基礎とする事業構造であると言える。また，直営

店に新入社員を配属して店長経験を積ませてから店舗運営指導を行うスーパーバイザー

に育成していくのが業界の慣習となっている（図６）。 

 

図６ 直営店とフランチャイズ形式の店舗数 
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注 1）2008 年度よりローソン，ナチュラルローソン，ローソンストア 100 および SHOP99

の合計数として記載されているため，直営店比率が高まっている（2008 年 5.1%→2009

年 12.2%） 

出典：各年の Value Book より作成 

 

 ローソンは，連結ベースで売上高１兆円を超える企業で，SHOP99 や新撰組など相次

ぐフランチャイズチェーンの取り込みや様々な業態との提携から数百億円のペースで売

り上げを伸ばしてきた。営業利益や当期純利益についても，就任初年度の 2002 年は，早

期退職制度や独立支援制度などで特別損失を出し，大きく利益を減らしたものの，その後

は順調に利益を伸ばしつつある（図７）。 

 店舗の平均日販（一日の売り上げ）を見ると，2008 年は，タスポ（成人識別 IC カード）

を持たない人がコンビニエンスストアでタバコを買い求めたこともあり， 50 万円を超え

る売り上げであるが，それ以外の年度は全店平均で 40 万円後半，新店舗で 40 万円前半

を推移している（図８）。 

 

図７ 近年の財務状況（上段：売上高，下段：各種利益） 
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図８ 新店の平均日販と全店の平均日販 

 

出典：各年のアニューアルレポートより作成 

 

2.3. 新浪社長の経歴 

 1959 年生まれ，横浜出身の新浪氏は，慶応義塾大学経済学部に入学する。大学では当初

バスケットボールをしていたが，怪我のためバスケットを断念せざるを得なくなった。だ

が，それでも体育会にいたいと考えた新浪氏は器械体操部に在籍する。競技ができなくな

った新浪氏は，マネジメントとして体育会 37 部を束ねる体育会本部に普通は 3 年生から

入るところを 2 年生から入ることができた。 

 慶応義塾大学の 3 年後輩として大学時代の新浪氏を知る執行役員の木島氏は次のように

述べている。 

「当時，尐なくとも 2 年から本部に行く人はいなかったです。（体育会本部は）マネジメ

ント組織なので，体育会 37 部を束ねて，極端なことを言えば，金の配分だとか，イベ

ントをどうするかとか，そういうのを決めたりとか。昔からそういう（マネジメント）

志向を持っていたのでしょう。」（執行役員（法人戦略本部長） 木島 一郎氏） 

  

新浪氏の実家は，港で船を荷揚げする会社を経営していたことから，父親である新浪勇

治氏の家には多くの作業員が出入りしており，父親は毎日彼らと酒を酌み交わしながらコ

ミュニケーションをとっていた5。 

こうした父親への反発から新浪氏は，1981 年に大学を卒業後，新浪氏は家業を継がず

に三菱商事株式会社に入社する。最初に配属されたのは，砂糖部海外チーム（現原糖ユニ

ット）で，新浪氏はこの時自分が閑職に配属されたと思い，独学で商社ビジネスや経営に

関する勉強を行う。 

 

「砂糖部は，（小数の大手企業が相手なので）ビジネスが決まっていますよね。（中略）で
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すから，商売的にはアレンジが難しかったと本人も述べています」（執行役員（法人戦略

本部長） 木島 一郎氏） 

 

 さらに新浪氏は，自分でハーバード大学に応募して合格したうえで会社の制度で留学を

果たし，1991 年にはハーバード大学で経営学修士（MBA）を取得する。 

 34 歳の 1994 年，株式会社ソデックスコーポレーションという社員 30 名の給食配給会

社を起業（社内起業）し，ハーバードで培った経営理論を駆使し，トップダウンで経営改

革を進めて行った結果，わずか 5 年で売上高を 5 倍の 70 億に急成長させた6。現在では，

株式会社レオックジャパンと社名を変更し，JASDAQ に上場も果たしている。この時の

体験から，1 つの企業を経営することの難しさを学びながら自身の視野を広げ，特定の食

材にフォーカスすることの重要性や人材を育成することの原体験を獲得している。 

 

「一番料理の腕もあるのですが，マネジメントセンスがいま一つの部下がいた。でも腕が

よくて皆から尊敬されているから，この部下を何とかしようと思って，（自分でビジネスケ

ースを作って教育することを繰り返して）2 年ぐらいすると今度は自分で手を挙げるよう

になって，しゃべるんです。これは涙が出ますよね，これが原体験ですよ。（中略）だから

人が育つというのはそんなもので，いわゆるスキルだとかマインドが育っていく過程って，

どこかでぱっと抜けるようなものがあるのかもしれません。」（新浪氏） 

 

 ソデックスコーポレーションの経営と同時期の 1999 年には，日本ケンタッキー・フラ

イド・チキン株式会社の社外取締役も務めており，この時のノウハウが，店舗の運営レベ

ルをチェックするミステリーショッパー（覆面調査員）制に活かされることになる。 

 新浪氏は，2000 年 4 月に給食配給会社を立て直した手腕を買われ，三菱商事ローソン

プロジェクト統括室長兼外食事業室長に就いた。新浪氏 41 歳の時である。時折しも 2000

年 2 月にダイエーと三菱商事がローソンの経営について資本業務提携を締結し，三菱商事

がダイエーから 1,700 億円でローソンの発行済み株式の 20％を購入し，約 33％を保有す

るダイエーに次ぐ第 2 位の株主となった頃である。三菱商事ではローソンをどのように立

て直すかを考えなければならない時期に差し掛かっていた。翌 2001 年 2 月には，三菱商

事は，ダイエーからローソン株の約 8％を取得することで筆頭株主となり，ローソンの経

営権は，完全に三菱商事のもととなった。 

 こうした状況のもとで新浪氏は 2002 年 3 月に社長になることを前提に顧問としてロー

ソンに赴き，同年 5 月には代表取締役社長となり改革に乗り出していく。 

 

2.4. 新浪社長就任時のローソンとダイエーの負の遺産 

 新浪氏が就任した当時のローソンは，一体どのような状況にあったのであろうか。ここ
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では外部環境ではなく，顧問として赴任した時に新浪氏に見えていた内部環境に注目する。 

第１に，受動的な社員が目立った点である。当時ダイエー傘下であったが故に，カリス

マ経営者である中内功氏の影響をよくも悪くも受けて指示待ちの従業員であったと新浪氏

は述べている。新浪氏のインタビューや雑誌の記事ではよく「砂漠に水を撒く」という表

現が用いられているが，指示待ちの従業員を辛抱強く変えていくことが，いわゆる新浪改

革の柱の１つになった。 

 

「最初は上位下達だと思っていました。だから上からもう口を開けて（指示を）待ってい

るような，それまでは何もやらないと。言われたことだけをやればいいんだと，こういう

ふうに思っていました。7」（新浪氏） 

「セブンイレブンに対してルーザー（loser）であるという意識。何でセブン－イレブンが

できて，俺たちが，お前らできないんだという。（中略）俺たちはできないって（ダイエー

からも三菱商事からも）ルーザー扱いされているということです。」（新浪氏） 

 

 受動的な社員という従業員像は，他の従業員からのインタビューでも聞かれた。 

「社員のダイエー色がやっぱり強かったです。もともとダイエーである程度のポジション

にいた方がローソンに来ていたので，中内さんの影みたいのは多尐は残っていたと思いま

す。」（執行役員（法人戦略本部長） 木島 一郎氏） 

 

第２に，店舗確保至上主義がある。フランチャイズチェーンの教科書やコンビニエンス

ストアに関する教科書を読むと，よい立地を抑えて店舗を建てることが指摘される。それ

は，駅前や住宅街や繁華街など人通りの多い場所に店舗を構えれば，利用者も多く高収益

につながるからである。だが，立地の確保そのものが目標となり，加盟店の審査をきちん

とせずにとにかく店舗数を増やすという拡大路線を突き進むことになった。 

 

「無理に上場をさせたので，色々な無理が出てきたわけです。（中略）その無理というのが，

何でもいいから店舗の数を増やした結果，悪い店舗もばんばん出ていて，オーナーさんと

のぶつかり合いが沢山現場で起こっていたということです。」（新浪氏） 

 

「結局，ローソンの歴史の中で，1 つはさっき言ったように，ダイエーから出向してきた

人たちが，コンビニエンスストアの店舗を経験せずに，そのままマネジャーでスライドし

て来ていました。だから，そこにある理論は，やっぱりスーパーの理論しかなかったので

す。それはすごく感じました。」（東京第１運営部部長 中野 健治氏） 

 

 無理な上場は，更なる悪循環を引き起こしていた。本来，モノ・サービスを提供するこ
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とで顧客に喜んでもらうというサービスビジネスとしての基本が歪められてしまい，とに

かく店舗数維持のために加盟店を説得するのが仕事になってしまっていた。スーパーバイ

ザーは，加盟店が辞めないように気を配りつつ，上層部に悪い話が入らないようにフォロ

ーしながら案件処理をすることを繰り返すうちに本来の仕事への楽しみが薄れていった。 

さらに，武器であるはずの商品も，本部がコスト抑制をしており，競合他社に比べて目

玉商品がないまま，スーパーバイザーは加盟店に店舗運営指導を行っていた。商品開発を

指示する商品本部もダイエー出身者であったため，商品評価を二の次にして，原価が安く，

粗利の高いものを加盟店に推奨することが当たり前とされた。 

 第３に，コミュニケーションの目詰まりがある。１つは，本部と現場との距離が遠いこ

とである。あるスーパーバイザーは，「どうせ自分が言っても（本部は）聞いてくれません

から」と初めから諦めてしまい，現場視点のアイデアを埋もれさせてしまっていた。２つ

目は，軍隊のような上下関係であった。ある時，新浪氏が会議に出席した際，自分が壇上

に立つと「起立，礼」と言って全員が頭を下げたことや，新浪氏に「お言葉を賜る」とい

う表現を見聞きした時，上司と部下が双方向でコミュニケーションをとる関係ではないこ

とを痛感したという。新浪氏は，「我々は同じ目的を持った仲間でしょう。頭を下げる必要

はありません」といってこれらをやめさせた。３つ目に，部門間の対立がある。目標が達

成できないと，商品開発と店舗運営部門で責任のなすりつけ合いが始まり，顧客ではなく

終始社内を気にする傾向が見られた。 

 このような状態では，平均 7 店舗の加盟店を担当するスーパーバイザーの役割も限定的

にならざるを得ない。本来の役割である顧客が求めるものを加盟店のオーナーと相談をし

ながら店作りをしていくという立場から，商品本部が提供する商品をとにかく加盟店に押

し込んで納品のノルマを立てて行くということに腐心していくようになった。 

 スーパーバイザーが店舗運営指導の役割を十全に果たすことが難しかった構造的原因と

して，人材育成体系の未整備とそれに付随するキャリアパスが不明確であったこと，さら

に評価体系の問題が挙げられる。 

 ダイエー傘下時代のローソンでは，今ほど新入社員の育成に力を注いでいなかった8。い

わゆる新入社員研修を行った後は，当時 1,000 店舗ほどあった直営店に OJT として配属を

して，6 カ月ほど経過すると他の直営店の店長として各店舗に再配置されていく。 

また，スーパーバイザーは，フランチャイズビジネスの加盟店の経営アドバイザーであ

り，店舗運営指導をしていくことが仕事であるから，店舗勤務時代にオーナーの疑似体験

を積んでおく必要がある。だが，実際には，直営店と加盟店では収益システムが異なるた

め，アドバイスには応用が利かない。例えば，フランチャイズフィーがどこで取られてい

るかは直営店では体感できない。ローソンで用いられているフランチャイズ契約として C5

契約というものがある。これは，建物は本部が借りて，賃料も全部本部が負担しているの

で，直営店の損益計算書や貸借対照表には賃料が記載されるが，加盟店では賃料は損益計
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算書や貸借対照表に記載される必要がない。こうした収益構造の違う直営店の下で店舗勤

務経験を積んでも，実際にスーパーバイザーになった時に知識やノウハウを活用すること

が難しい。 

店舗勤務時代のキャリアの不透明さや労働条件の過酷さから離職する者もおり，キャリ

アパスや自分の将来が見えづらいという意見があった。 

 

「初期教育として必要最小限の教育をしたらもう現場に行って，現場でやりながら覚えて

よと言いながら，半年に 1 回ぐらいずつ新入社員研修という名前で集めて，どう，頑張っ

てる？というモチベーションを上げるようなことをやって，同期のつながりを大事にしよ

うよみたいな，本当にマインド研修みたいなことしかできなかったですね。」（執行役員（ヒ

ューマンリソースステーションディレクター）村山 啓氏） 

 

「自分のキャリアプランをちゃんと描けるのかなというところは思っていて。実際，私も

店長の時は，お店に入っちゃうと，アルバイトさんと同じようなことをしているなと思っ

ちゃうこともあるのですが，SV（スーパーバイザー）を目指してやってきたので何とかで

きたというのはあります。（中略）実際 SV になった時，今度はさらにその先が見えづらく

なって，SV になったら，（中略）何か目標が見えづらくなっちゃっているのかなというの

は，全体としてはあります。」（2004 年入社，ヒューマンリソースステーション HR 改革

春山 愛氏） 

 

「やっぱり人ですかね。先輩とか，上司とか。尊敬する人がいなければ，多分，転職もせ

ずに仕事を辞めていたと思います。やっぱり体力的に，特に店長の頃とか，本当に朝 5 時

起きの夜 10 時とか，11 時とか，それが毎日続いたりして，結構辛いんですよ。」（2005 年

入社 関東ローソン支社関東第 3 運営部港ディストリクトスーパーバイザー 本田 恵美氏） 

 

 新人，店長，スーパーバイザーなど節目に応じて必要最低限のスキル研修を行っていた

が，これは，人材育成に十分な資金がまわらず，店舗拡大に資金が使われていたことが遠

因であった。 

その後，直営店でずっと経験を積んできたために，スーパーバイザーになった時に行う

研修ではじめてフランチャイズ契約や精算書について学ぶのではタイミングとして遅いと

いう声が上がり，2000 年頃からスーパーバイザーの見極めも兼ねたアシスタントスーパー

バイザー（ASV）研修が新たに設置されるようになった。当時でも厳しい研修として社内

でも有名な ASV 研修は，10 日間研修所に缶づめとなり，スーパーバイザーに必要なスキ

ルとして 5 つのカテゴリーを設置し，それぞれの責任者であるコースマネージャの合格を

得なければ先に進むことができないという仕組みであった。最近では，もう尐し受講者の
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負荷が軽いプログラムに変更されている。 

 

 評価項目にも問題があった。それは加盟店の改善が評価に反映されないという点であっ

た。例えば，競合他社の場合，評価項目は，加盟店の利益がスーパーバイザーの評価であ

り，担当している加盟店の売り上げ伸長率と利益伸長率が定量評価として本人の処遇に反

映されるのに対して，ローソンは，本部の営業利益が評価項目となっていた。そのため，

スーパーバイザーは，本部が開発した商品を加盟店に販売していくいことだけに集中して

しまうことになる。競合他社から転職してきた中野健治氏は次のように語る。 

 

「一番初めにおかしいと食いついたのは，そこなんです。（中略）やはり店舗運営のライン

というのは，絶対にお店の利益を上げていくというところを評価にしていかない限り，店

のほうには向かないと思うんです。本部が利益を取るところだけに目が行ってしまうと，

このビジネス自体が存在しなくなるビジネススキームなんです。」（東京第１運営部部長 中

野 健治氏） 

 

 競合他社から転職してきた中野氏が，入社前と入社後のギャップを「サッカーをするつ

もりで来たら，ラグビーをやっていた」9と述べているように，当時のローソンはフランチ

ャイズビジネスとしての基盤がまだ出来ていない状況であった。そうした中，新浪氏は，

従業員のマインド，店舗拡大戦略，キャリアパスの不明瞭さなど様々な面で影響を及ぼし

ていたダイエーの負の遺産に１つ１つ当らなければならなかった。 
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3. 新浪改革 

3.1. トップダウンの改革と外部人材の登用 

 最初に新浪氏が行ったことは，経営陣の刷新であった。もちろん筆頭株主である三菱商

事副社長（当時）の小島順彦氏（現社長）のバックアップもあるが，新浪氏が社長に就任

する前に役員 21 人のうち 14 人は退任してもらい，商品本部の多くの部長を入れ替え，事

業の再構築をトップから実施した。 

 だが，人員は整理したものの，彼らの代わりとなる人々を当時のローソンの中で見つけ

ることは困難であり，新浪氏は，三菱商事からの出向者や競合他社だけでなく，あらゆる

知己を用いて IBM ビジネスコンサルティングサービス，三井不動産，ノバルティスファ

ーマ，リクルートといった，コンサルティング，不動産，製薬，IT，小売，不動産，外食

などの業界から様々なスキルを有している人を外部から登用した。この人事刷新は，ロー

ソンが本来のあるべき姿に変わるためのステップであり，社内でロールモデルを作る第一

歩であった。 

次に行ったのが，現場の中間管理職やマネージャーとの会話であった。自らが労働集約

社長と評するように，就任最初の２年は，とにかく現場に赴いてスーパーバイザーも含め

て広く耳を傾けた。当時は 3 分の 2 から 4 分の 3 は地方に出ていたために，新浪氏の部屋

が会議室に使われていたという逸話が残っているほど，休日を返上してでも，現場の従業

員と意見交換を行ってきた。当時の記事10に新浪氏の１週間が記載されているが，１週間

で名古屋，札幌，苫小牧，三島，本社と全国を飛び回っている。同時に，新浪氏は，自身

の本気度合いを表すためにこの時間を大切にしてきた。今では加盟店を対象としたタウン

ミーティングも行っているが，他の役付きの役員とも分担をしながら意見交換を行ってい

る。新浪氏は，自分で現場に赴くことの重要性を次のように述べている。 

 

「小売りというのは，やっぱりリーダーシップというのがすごく重要で，カリスマ的なと

ころが必要で，（自分が現場に）行くことによってオーナーさん（加盟店）自身が，それ

で元気をもらったとか大変喜んで頂いただけます。そっちの精神的支えの意味合いの方が

強いですよね。（中略）多くの方からこれをやった方がいいとか，そのヒアリングでもあ

るので，そうすると，自分の伝えたことが政策になったって喜んでいる方たちも出てくる

わけです。」（新浪氏） 

  

 全国行脚は，傾聴と同時に，実は，自分が三菱商事から来た腰掛け社長でないことを浸

透させる意味もあった。従業員や加盟店から見れば，自分たちの主がダイエーから三菱商

事に変わっただけで，1～2 年で三菱商事に帰ってしまうのではないかと思わせないことも

必要だと新浪氏は考えていた。ここが徹底しないと，社内を見ていた従業員は，自分の改

革をやり過ごしてしまうと感じたからである。 
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3.2. 改革の旗印「おにぎり屋」 

 新浪氏が就任早々に手掛けたのが，「おにぎり屋」の開発である。自分たちの顧客が誰な

のかを見つめ直して現場重視の路線を打ち出す象徴として，商品の中でも一番メジャーな

ものということで全社プロジェクトとして立ち上げたのが「おにぎり屋」であった。 

 

「ここが僕にとっては大変重要なポイントだったんですが，（みんな）自信がないわけです

ね，自信がないから，これが小さな商品じゃしょうがなかったんです。メジャーなもの

で自分たちの誇りに思えるものを作ることが重要である。やっぱり売れてうれしいと，

現場もうれしい，作った方もうれしい，自信がつく，自分たちでやると。」（新浪氏） 

 

だが，当時の商品部の部長の多くを入れ替えたばかりであったこともあり，そこで白羽

の矢が立ったのが，新浪氏の社長就任と同じタイミングで米飯部へ異動しておにぎりを担

当しはじめた伊藤 一人氏（当時マネージャ，39 歳）であった。 

新浪氏が，就任最初の朝礼でおにぎりの重要性を話し始めた時，おにぎりの一担当者と

してフロアにいた伊藤氏は，今でもそのことが記憶に残っているという。 

 

「「一般の消費者の視点で見たときに，便利で多くの人に理解していただけて，利用して

いただけて，業界の中でもトップが取れる可能性のあるカテゴリーって何だろうと考えた

ら，僕はおにぎりだと思うんだ」というようなことを，一発目の朝礼で話をされていたん

です。おーっとか思って，これって僕のところ？みたいな感じだったんですよ。」（商品・

物流本部 米飯・デリカ部部長 伊藤 一人氏） 

  

 さらに新浪氏は，その朝礼の場でおにぎり担当者に手を挙げさせて，その場で伊藤氏を

おにぎり屋プロジェクトのリーダーに任命した。事前に何の根回しもなく，朝礼終了後に

補足説明があった。その時に新浪氏から受けた補足説明はおにぎりの開発を通じて会社の

風土改革をしたいということであった。具体的には，１）みんなが元気になるような仕事

のやり方に変えてほしいということ，２）会社中を巻き込んで，1 つのベクトル合わせを

してやっていきたいということ，３）タブーと言われることをどんどんやって欲しいとい

うことであった。 

新浪氏も演出的要素を多尐は認めつつも，周囲が思っているほど余裕はなかったと述べ

ている。 

 

「だからこれ（おにぎり屋のリーダーに伊藤氏を任命したこと）は演出的部分があるんで

すが，心の中でそんな余裕はないんです。これを失敗したらアウト，僕の社長生命はあっ

という間にアウト。」（新浪氏） 
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こうして立ちあがったおにぎり屋のプロジェクトは，新浪氏が直接に指示を与えること

はなく，全セクションの中から管理職ではなく，中堅社員を全国から公募の形で募集した。

結果として 25 名が集まり，部門もシステム，人事，経理，広報，あるいは現場の運営部

のスーパーバイザーなど，社長直属の組織として伊藤氏が編成をした。 

おにぎり屋プロジェクトチームは，全国から集められた「素人」集団の中で，素人なり

の素朴な疑問を投げかけていく。一番の売れ筋となった「焼さけハラミ」は，メンバーの

一人が，「なぜ具に使う鮭は，フレーク状なのか」という素朴な疑問から始まっている。お

にぎりの具やアイデアについては，イントラネットで「おにぎり屋掲示板」を作ったり，

「メニュー提案書」を作って，従業員だけでなく，店頭のアルバイトからオーナーに至る

まで広くアイデアを募った。しかも応募されたおにぎりのアイデアにメンバーがきちんと

返事を出すことで双方のコミュニケーションを行った。単なる合否だけでなく，「そういう

ことまで議論をしたけど，これでは消化をしきれない」「これは試作をしてみます」「これ

は非常にいいと，みんなが感激をしていると，ぜひ実現をしたいぐらい有力です」など，

丁寧にフィードバックすることもプロジェクトメンバーが自発的に考えたことであった。

プロジェクトメンバーは現場にいた経験があり，自分たちが投稿した意見が今まで採用さ

れたのかどうなったのかすら分からなかったという経験があったからであった。伊藤氏は，

当時のおにぎり屋プロジェクトの社内の「うねり」を次のように語る。 

 

「（新浪氏が）ことあるごとに（中略）社員に（「おにぎり屋」について）発信をしていた

りしていますし，（中略）どんどん風通しがよくなっていく。最優先のミッションにして頂

いたので，それはそれはみんなが段々と，おにぎりに注目をしていって，仕事に対してベ

クトルが一緒になっていくようなことを体感していましたね。」（伊藤氏） 

 

こうして2002年の11月に「おにぎり屋」ブランドは，「焼さけハラミ（160円）」と「生た

らこ（130円）」の２つを「新潟コシヒカリおにぎりシリーズ」の看板メニューに掲げてス

タートした。「おにぎり屋」シリーズは，「新潟コシヒカリおにぎり」の他にも有明産の海

苔を使用した「手巻きおにぎり」，瀬戸内産の海苔を使用した「直巻きおにぎり」，「セ

ットおにぎり各種」と商品総数にして約27種類のラインナップで展開された11。「おにぎり

屋シリーズ」は，発売２カ月で1億個を売るヒットとなり，以来，前年比120％増の割合で

推移するようになった12。 

その様子を発売後店舗にいた細入ゆり子氏(2003 年入社)は，「おにぎり屋のインパクト

は，すごかったですね。特に焼さけハラミ。こんな高いものが売れるのかなと思ったんで

すけど，食べてみたら本当に自分でおいしいと思って，これは絶対に売れると思った。」と

述べている。また，当時，競合他社からおにぎり屋の販売を見ていた中野健治氏も，ロー

ソンの変化を感じている。「変化を一番感じたのは，「おにぎり屋」の時です。（中略）新潟



 19 

コシヒカリのおにぎりを出した時です。例えばローソンが新しい商品を出しましたという

ニュースリリースがあった時に，やっぱりチェックに行かせていました。でも，たいがい

どこの店へ行っても当該商品の在庫がないんですよ。そのレベルのチェーンだなというイ

メージしかなかったのですが，あの時だけはどこに行ってもあるんです。ダーンと 1 段広

げて。ああ，これって変わったんだなと，それは感じました。端から見ていて。」 

 

3.3. 戦略達成に必要な人材の供給 

「おにぎり屋」の次に行ったのが，運営の改革であった。「おにぎり屋」に引き続き商品

開発は続けていくのはもちろん，商品を加盟店に押し込むビジネスではなく，いかに顧客

目線に変えていくのかに焦点を合わせた。 

運営の改革で第１に行ったのが，約 3 年をかけたロジスティックスの整理であった。当

時 110 社あったものを本当に今後継続的にビジネスができる約 30 社に集約した。比較的

早い段階でロジスティックスに手をかけたのは，コンビニエンスストアビジネスの究極の

目標が，チャンスロス（品物を欲しい人がいるのに品物がない状態）と廃棄ロスの削減に

あるからである。チャンスロスを削減するためには，顧客が何を求めているのか顧客視点

が重要であるし，サプライチェーンを整理しないとタイムリーな配送ができなくなる。 

 第２に，これまでスクリーニング出来ていなかった直営店と加盟店を大胆に全社的に整

理を行った。2001 年当時 711 店の直営店のうち多くが赤字であった。そのうち約 300 店

舗を閉店し，約 550 名を削減した。店舗閉鎖により生じた人員余剰に対応するために，早

期退職制度やチャレンジオーナー制度（独立支援制度）を導入して対応した。 

 

「でもこれ（大量閉店）をやったのは，人の名前と顔が一致しないからやったんです。も

う最初じゃないとできない。そして加盟店の中でももう辞めたがっているお店に関しても，

もう大量閉鎖するというので大量閉店もやったんです。」（新浪氏） 

 

大量閉店はこれまでのローソンでは考えられないことであった。店舗数は絶対増やすも

のであるという文化だったからである。さらにこのタイミングで店舗開発部署の整理にも

着手した。 

第３に，リーダー教育の導入である。当初は，二十数名を対象に部長級の管理職向けの

選抜型のマネジメント研修であった。リーダー研修の構想は，新浪氏が社長に就任する前

から存在していたが，これも従来のスキル研修の延長線上にあったものであった。それに

新浪氏がコミットすることで，これまでの単に業務上必要なスキルや知識を教えるという

方針から，経営者的な面も理解してもらうべく，将来の幹部候補者に必要な教育をすると

いう方針に転換して再構築した。現在では，初期のリーダー教育のメンバーが，役員クラ

スにまでなってきている。 
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 選抜型教育を行う一つの背景となっているのが，新浪氏の「天守閣理論」である。経営

陣は，一般従業員よりも高い所（視点・視座）から状況を判断している。だから経営陣と

双方向のコミュニケーションをとって，どういうことが起きているのかを理解して，同じ

視座から見て疑似経営体験をしてほしいというものである。自分自身が43歳でローソンの

社長になったことを踏まえれば，部長職の人達に尐しでも大きな経験をさせて，自分の意

見に共感して自分で考えて動くシンパを作ることが必要であった。新浪氏は，深く考える

従業員や自分に反発する従業員，自分が叩いても起き上がってくる従業員を歓迎し「考え

た結果の失敗はバッテンをつけない」と述べている13。 

 リーダー教育が軌道に乗り始めた段階で，今度は部長層を狙う立場にあるマネジャーや

アシスタントマネジャーを対象に横展開も実施しながら下の階層に展開をしていった。約

9,000店にまで成長したローソンの店舗やそこで働く約25万人のアルバイトを新浪氏が一

人でマネジメントするのは難しく，マネジャー層にも経営マインドを持って業務を実行し

てもらいたいからであった。 

現在では，リーダー教育体系が整い，経営に関するリテラシーが共通言語化されたこと

を受けて，当初のリーダー教育をさらに高い次元に高めた研修（現：リーダー教育Ⅱ・Ⅲ，

本部長対象）が 2007 年から実施されはじめた。また入社 5 年目を対象とした「リーダー

教育」と同等のプログラムも開始された。これも新浪氏が人材育成への投資を惜しまない

からであると執行役員の村山啓氏は言う。 

 さらに，これまで必要最低限のスキルの付与に主眼を置いた入社直後の新人教育も変更

し，外部研修機関によるマーケティング知識の付与や経営や精算書の見方など，2005 年以

降は，年間約 300 時間の研修を施している14。 

 各リーダー教育の結果は，尐しずつではあるが目に見える形で表れ始めているという。

これまでの日常会話や会議やミーティングではどちらかというと過去の経験やこれまでの

やり方に基づいた議論だったが，今では「この市場を見るとねとか，ポートフォリオで見

るとね」といったやりとりがなされるようになった。また，株主視点も出てきたという。 

 

リーダー教育の整備に併せて，人事処遇制度も成果を重視した制度に変更されてきた。

新浪氏がローソンの社長になる前の同社の人事処遇制度は，社内で能力主義と呼ばれるい

わゆる職能資格制度であった。 

 

 「当時まだまだ世の中は，能力主義というものも普及しておらず年功序列で，本人給は

4 月 1 日になったら 500 円ずつ上がっていくとか，資格がそれにつれて上がっていって資

格手当てがついてとかというのが主流だったんですが，職能資格制度，社内の資格試験が

あって，資格試験に受かれば資格等級が上がって，ただ半期半期の評価で賞与が上がった

り下がったりしながらという，そういう組み合わせになっていましたので，わりと風通し
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のいい制度にはなっていたと思います。」（執行役員（ヒューマンリソースステーションデ

ィレクター）村山 啓氏） 

 

 しかし，職能資格制度を導入した多くの企業が，バブル崩壊と共に職能資格制度の維持

に苦労したように，コンビニ業界の急成長によって支えられていた右肩上がりの賃金モデ

ルにも限界が見え始めてきた。そこで 2003 年に職能資格制度から役割主義へと転換を図

り，賃金決定のルールを変更することにした。役割主義は役割と賃金をダイレクトに結び

つけた制度で，例えば，店舗のアドバイスをするスーパーバイザーには初級，中級，上級

といった具合に 3 つのグレードに分けて賃金を決定する仕組みである。これにより年収に

占める固定部分の割合を 92.7%から 82.5%に引き下げ，業績比例部分を 10%程度多くし

て，新しい役割にチャレンジして成果を出すことで年収アップを図る制度となった。 

 役割主義の導入には 2 つの背景があった。1 つは，25 歳になってスーパーバイザーに

なることで賃金を大きく跳ね上げる機会を提供し，スーパーバイザーのステータスを上げ

たいという思惑。もう 1 つは，35 歳や 40 歳の段階で他社と比較した時に，遜色のない賃

金水準を提供するという思惑であった。 

 役割主義導入から 5 年が経過した 2008 年，この制度も見直しの時期に差し掛かってい

る。なぜなら 3 つのグレードがあるとはいえ，１つの職種について定年までの間に 3 回し

か昇給がないという部分で動機づけに影響を与えるからである。順調に管理職としてアシ

スタントマネジャー，マネジャー，部長といった具合に上がってくれれば，こうした不満

は生じない。だが，コンビニエンスストア業界では，スーパーバイザーで定年を迎える人

も多く，役割主義が必ずしもそうした人々に馴染まなかったのである。 

 

3.4. 理念の徹底とローソン大学 

 ローソンで指示待ちではなく，自分で考える社員を育てていく過程で従業員の行動を方

向づける軸となるものを設定していく必要があった。なぜならそうした軸がなければ，皆

がそれぞれ勝手な行動をしてしまい，コンビニエンスストアとしてのサービスレベルの維

持ができなくなるからである。 

 

「フレームワークがない中でやらせていますから無手勝なんですよね。野球をやるのにこ

っちは野球のルールを知らない中でやって，敵は野球のルールを知っている。（相手は）最

新の兵器を持っているから，（こっちも）尐なくともルールとかどうやったら，左打ちだっ

たらこっち側にいなきゃいけないのに通常通りこうやったりしてね。やっぱり基本的な物

の考え方，こういったものをきちっとやらなきゃいけないけれども，まず理念とかどうい

う，まずプライドを持たせると。」（新浪氏） 
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 そこで大阪の豊中市の1号店から30周年を迎えた2005年，新しい企業理念が作られた。企

業理念の大切さは，社長就任時から株主総会で述べられていたが，アニューアルレポート

を見る限り，企業理念が明確に登場するのは新浪氏が社長になって手腕を振るうようにな

った2003年からのことであった。当時は，「私たちローソンは，人を大切にする心と創造的

な行動を通じて，お客様の便利な生活と地域社会の発展に貢献します」15という尐し硬い文

体になっていたが，2005年に策定された新しい企業理念は，より分かりやすく「私たちは

“みんなと暮らすマチ”を幸せにします」というものに変更された。さらに企業理念を実

践する行動指針として「そこに，みんなを思いやる気持ちはありますか」「そこに，今まで

にない発想や行動へのチャレンジはありますか」「そこに，何としても目標を達成するこだ

わりはありますか」という3項目も合わせて作られた。 

この理念を実践するために「３つの徹底」が述べられており，加盟店の評価項目にも取

り入れられている。３つの徹底とは，「マチのお客さまに喜んでいただけるお店・売り場づ

くり（個店主義：品質）」「お店とマチをキレイにする（清掃）」「心のこもった接客（接客）」

であり，ファストフードでよく用いられている指標のQSC（Quality＝品質，Service＝サ

ービス，Cleanliness＝清潔さ）と対応している。 

 ローソンでは２つの側面から３つの徹底の浸透を図っている。１つは，教育重視を標榜

する新浪氏が 2003 年から「ローソン大学」の構想を立ち上げ，2008 年に組織体系化した

ローソン大学による理念浸透である。ローソン大学は，新浪氏を学長として，理念と戦略

の共有を目的に作られた組織である。現在では加盟店を含めたローソン内の研修全体を取

りまとめる人材育成組織である。先のリーダー教育だけでなく，近年では，ヒューマンス

キルや基礎スキルを中心に約 50 のコースを e ラーニングで行うことで学習機会を提供し

ている。 

 また，ローソンの社員として身につけておかなければならない必要最低限の知識やスキ

ルとして「ローソンベーシック」を制定し，e ラーニングや座学学習を通じて，フランチ

ャイズビジネスに必要な精算書の見方や時事問題，ローソンの由来などローソンの文化や

ビジネスモデルを理解し，基盤となる知識を全員に学習する仕組みを整えた。 

 もう１つは，加盟店に行われているミステリーショッパー（覆面調査員：MS 制度）制

度である。新浪氏が日本ケンタッキー・フライドチキンの社外取締役をしている時にヒン

トを得て行った制度で，３つの徹底を中心とした項目を第三者機関が評価する。最初はオ

ーナーに気付きを与えることを目的として数値化することで店舗の接客レベルを比較しよ

うということであった。実態に合うように毎年中身を尐しずつ変えていきながら，2008

年度からは，2 期連続で 70 点以上取れない加盟店は，ローソン側からフランチャイズ契約

を打ち切るということもあるように内容が変更された。このミステリーショッパーに年間

30 億円もの経費を本部として使っている。 

新浪氏は，全国各地のオーナーとの対話集会（タウンミーティング）で，オーナーをロ
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ーソンと対等なビジネスパートナーであると位置付けることを説得しながら，自分達の要

求に満たない店舗は，パートナーにはならないと述べている。このことは，これまで消費

者と加盟店の２つの顧客がいると教えられてきたダイエー時代からの転換を示すものであ

った。 

 ミステリーショッパー制度は，店舗を序列化することに目的があるのではなく，これま

での売上至上主義や店舗拡大主義から，顧客に評価される店作りをしていくためのきっか

けの提供であった。その結果，ミステリーショッパー制度によって 3 つの徹底がかなり浸

透してきたと皆が認めるところではある。だが，お店による商品数の差であるとか，瞬間

風速的な部分しか見ていない可能性があるため，あくまでもオーナーとの会話やコンサル

ティングのツールの１つとして捉えるべきだと注意喚起をする者もいる。 

 

「それでお店が，じゃあ，接客をやらなきゃいけないねとか，掃除が大切だよねというの

を，尐しずつだけど分かってきてやってくれるので， 1つの道具としては有効だと思い

ます。」（2005年入社 関東ローソン支社関東第3運営部港ディストリクトスーパーバイザ

ー 本田 恵美氏） 

「ミステリーショッパーって本当にその一瞬しか見ていなくて，そのほかの23時間45分はA

ランクかもしれないのに，残りの15分だけでうちの店はCランクかもしれない。一瞬だけ

見て，何でここまで言われなきゃいけないんだという人もいて。」（2003年入社 ヒュー

マンリソースステーションHR改革 細入ゆり子氏） 

 

 ミステリーショッパーがつけた店舗の成績は，担当のスーパーバイザーの成績にも影響

を与える。ちょうど先生と生徒の関係のように，生徒である加盟店の評価をどれだけ上げ

たかが先生の成果に結び付くようになっているが，その割合は高くはない。スーパーバイ

ザーは，ミステリーショッパー制度による評価が全体の 20%で，店勤務者は 10%がミステ

リーショッパー制度の項目で評価される。なお，店舗勤務者は，顧客から評価される店作

りと従業員の育成を重視しているため，評価の 6 割が定性的な側面で決定される。 

 

3.5. 支社制度とフォーマット戦略 

 理念や行動指針，３つの徹底により軸の部分での統一を図る一方で，地域に合わせて従

業員が，自分で考えて動くことができるような仕組みも整えられた。これまでは効率性の

観点から東京にある本部が上から網をかけて全国一律に展開しようと懸命になっていた。

だが，地域の分散が大きくなり，全国で一律の品物を売っても売れる県と売れない県が出

てきたことが，新浪氏の全国行脚から明らかになった。 

 そこで取り入れられたのが図 9 の 7 支社制度である。支社制度は，2002 年 10 月から

始まった近畿・中部地区での実験を経て 2003 年から本格的に導入された。チェーンスト
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ア・オペレーションによる過度の標準化による弊害を抑制するためと，自律的な従業員を

育て「個店主義」を実践することを目的とした組織形態であった。全国を「北海道」「東

北」「東北」「関東」「中部」「近畿」「中四国」「九州」の７つのエリアに区分し，各支社に

は支社長と副支社長が置かれた。 

各支社にそれぞれチェーンストアの基本である３つの部署（開発，商品，運営）が置か

れており，各支社内で店舗の出店戦略や地域に合わせた商品開発などをスピーディに展開

することが可能となった。一言でいえば，チェーンストアの基本構造は，開発・商品・運

営の３つによって成立しており，それを各支社内で，お店を作る部署と商品を調達して並

べる部署とお店を運営する部署として分けている。 

 もう１つ特徴的なのが，複数のローソンブランドによるコンビニ展開である（図 10）。

他のコンビニエンスストアは，ブランドを統一することで知名度を利用してシェアを拡大

していく方針を取る。しかし，ローソンは，セグメントに応じて複数のローソンブランド

を設定して個店主義に対応する体制を整えた。 

 コンビニエンスストアは，商圏人口として 3,000 人で成立すると言われている16。だが，

20 代から 30 代の男性客をターゲットとした店舗が 4 万店以上存在し，業界 1 位であるセ

ブンイレブン・ジャパンと同じルールで競争していては勝てない。しかも，社会的に高齢

化や女性が社会でどんどん活躍している時代にもかかわらず，女性に注目した商品開発や

店舗開発が尐ないことに気が付いた。 

 そこで 2001 年に健康志向の顧客と 20代から 30代の女性客を中心としたナチュラルロ

ーソンを立ち上げ，以降，他のフランチャイズチェーンを取り込みながらセグメントに合

わせたローソンストア 100 やローソンプラスを立ち上げた。 
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図 9 組織図（2009 年 11 月 1 日から） 

 

出典：株式会社ローソンホームページより 

http://www.lawson.co.jp/company/corporate/construction.html 

 

 

図 10 ４つのフォーマット 

 

出典：アニューアルレポート 2009 p.7 より作成 

フォーマット開始時期 1975年4月 2001年7月
2005年5月
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4. これからのローソンと課題 

注意しなければならないのは，新浪氏が，ダイエーから引き継いだものを全て否定して

いるわけではないことである。同じハーバード大学経営大学院で学び，当時ダイエーの社

長であった樋口泰行氏との対談の中で，「ローソンでダイエー出身者と出会っていいなと思

ったのが，チャレンジ精神です。最後まで絞り込めないで途中でやめちゃうのが欠点です

が…。挑戦する姿勢はすごい。だからダイエーイズムが悪いなんて，全く思わない。イノ

ベーションの DNA を感じますよ」（新浪氏）と述べている17。執行役員の村山氏も「新浪

が来る前から，何だかんだ言いながら，結構，新しいことをやるのは好きな会社」と述べ

ている。一連の新浪改革は，様々な要因で目詰まりを起こしていたイノベーションの DNA

を考える社員を育てることで復活させる試みであったと言えるだろう。 

新浪氏は，2002 年からの一連の改革がようやく実りだしたと述べている。 

 

「（7 支社制のマーケティングとか社長として打ち出した改革の手応えを感じたのかいつ

ですかという問いに対して）今です。ようやくですよ。最初は権限を委譲しても乗ってこ

ない。怖がっていて。2～3 年は鳥取砂丘に水を撒いているようなものでした。リーダー

研修などイロハの研修を色々しましたが，全然分かってこない。」18（新浪氏） 

 

 筆者らのインタビューでも，「鳥取砂丘の例を出すのは，鳥取砂丘は最終的にナシができ

るんですよ。だからナシができつつあるのかな。」（新浪氏）と述べている。最近研修での

発表会を聞いていると「おっ」と思うような高いレベルのものも出始めてきたという。 

 従業員の中にもセブンイレブン・ジャパンを追いかけることが使命ではなく，目指すべ

き道が違うことを意識して，いい意味で違う路線を選択し，自分達が選んだ道で一番を目

指そうという気概が出てきた。この意見は，インタビューを行った中でも複数の人から聞

かれた。こうした従業員が出てきたのは，企業戦略を考えたり，教育によって経営リテラ

シーを身に付けた結果，真似ではないことを見つけることができたからである。 

 だが，課題もある。１つは，人事処遇制度の問題である。現在の役割主義をどのように

修正し，戦略を実行する人材と結び付けていくかという点である。また，スーパーバイザ

ーの評価について，上司と話し合いをしているとはいえ，自分で目標を立てているために

やや客観性に欠けるところがある。２つ目は，教育と人事の連動である。現在の配置や評

価を行う人事部門と将来の経営人材を育成する教育部門では見ているタイムスパンが異な

る。尐しずつ連携が出来ているとはいえ，ジョブローテーションを含めた密な情報交換が

必要になる。４つめは，ポスト新浪氏である。外部から登用してきた人材の多くは，既に

会社を去り，重要な役職には尐しずつプロパーの従業員が就きはじめている。だが，43 歳

で社長となった新浪氏の後継者となると，新浪氏から見れば物足りなさを感じてしまうこ

とになるだろう。他方で後を引き継ぐ者にとっても，大きな変革をした経営者の後という



 27 

ことで比較もされることも多い。良質の経験を与えていくためにも，人事・教育部門が，

新浪氏の何を受け継ぐのか世代継承性を意識して，新浪氏に優秀な人材を提案していくこ

とが必要になるだろう。 
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付録 1 ローソン年表 

 

出典：ホームページを基に作成 

2月 ampmの買収報道

9月 株式会社九九プラスを連結子会社化

1月 株式会社新鮮組本部とＦＣ契約締結

9月 ローソン店舗敷地内に郵便局がオープン

7月 子育て応援店舗「ハッピーローソン山下公園店」オープン

3月 九九プラスと業務・資本提携を締結

2月 「ナチュラルローソン」100号店開店

1月 「ローソンプラス」本格展開

10月 日本郵政公社との共同配送を開始

4月 エヌ・ティ・ティ・ドコモと資本・業務提携契約を締結

11月 東京急行電鉄と業務提携契約を締結

6月 創業30周年新企業理念の発表

5月 「ローソンストア100」1号店開店

11月 「ゆうパック」取扱開始

2月 東京本社を品川区大崎へ移転

9月 日興コーディアル証券(株)との包括的業務提携に基本合意

8月 郵便局内店舗（ポスタルローソン）を展開

4月 一般社員に対する新人事制度の導入

3月 7支社制度の本格導入

ローソン大学構想スタート

1月 全国のローソン店内に「郵便ポスト」設置

11月 新しいおにぎりブランド「おにぎり屋」開店

5月 新浪社長就任

2月 （株）クレディセゾン、三菱商事（株）と共同で、「ローソンCSカード」を設立

7月 「ナチュラルローソン」1号店開店

10月 (株）アイ・コンビニエンス設立

7月 東証、大証1部株式上場

2月 三菱商事との業務提携

2月 マルチメディア端末「Loppi」全店導入

7月 沖縄県に出店、47都道府県出店達成

7月 初の海外出店、上海1号店オープン

6月 （株）ダイエーコンビニエンスシステムズから、（株）ローソンに社名変更

3月 コンビニ初、切手・はがき・収入印紙取り扱い開始

8月 研究施設LAWSON東富士ゲストハウスオープン

5月～ オーナー経営セミナーin HAWAII実施　【第1回5/14(土)～21(土)第2回9/25(日)～10/2(日)】

4月 電話料金収納代行、地方自治体公金（水道料金）収納代行開始

青空計画スタート、「マチのほっとステーション」を社内外にアピール

新広告「若大将」シリーズ高嶋政伸でスタート

7月 「ローソンステーションメンバーズカード」発行

5月～ バイク自賠責保険取り次ぎ(5月)、通信販売窓口・NHK受信料収納代行業務開始(10月)

10月 電気・ガス料金の収納代行サービス開始

3月 ローソン・サンチェーン合併 （株）ダイエーコンビニエンスシステムズ誕生

9月 POS（販売時点情報管理）システム導入開始

8月 ローソン・サンチェーンのエリア再編成

4月 「からあげクン」発売

3月 コピー、印刷サービス開始

7月 CI（Corporate Identity）導入

3月 宅配便取り扱い開始

9月 ローソン・サンチェーン業務提携

「（株）ローソンジャパン」に社名変更

12月 「あいてます♪♪あなたのローソン」テレビCM、ラジオCM開始

4月 24時間営業開始

11月 サンチェーン1号店オープン

10月 （株）TVBサンチェーン設立

6月 ローソン1号店「桜塚店」（大阪府）オープン

4月 ダイエーローソン（株）設立

12月 ダイエー、米国コンソリデーテッドフーズ社とコンサルティング契約締結
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2009

1983

1982

1980
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付録 2 会社概要（2009 年 2 月末：連結ベース） 

 

出典：会社概要 http://www.lawson.co.jp/company/corporate/about.html 

   環境保全・社会貢献運動への取り組み報告 2009 

http://www.lawson.co.jp/company/activity/program/pdf/2009/houkoku2009_all.pdf  
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株式会社ローソンホームページ 

 http://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2003.pdf   

社　名 株式会社ローソン

東京都品川区大崎一丁目11番2号

ゲートシティ大崎イーストタワー

代表者 代表取締役社長CEO 新浪　剛史

設　立 1975年4月15日

資本金 585億664万4千円

従業員数 5,186人

男性／女性 4,517/669

平均年齢 37.8歳

平均勤続年数 10.9年

離職率 6.6%

全店舗売上高 1兆5,587億円

総店舗数 9,527店（国内のみ）

出店エリア 国内47都道府県・中国上海市（合弁）

所在地

http://www.lawson.co.jp/company/corporate/about.html
http://www.lawson.co.jp/company/activity/program/pdf/2009/houkoku2009_all.pdf
http://www.nikkei.co.jp/
http://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2003.pdf
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1 ケースでの検討のしやすさを考慮し，発言の言い回しが一部変更されている。 
2 登記上必要な書類では，「新浪剛」と表記されるが，法的拘束力を持たない場面では「新浪剛

史」と表記しており，本人も好んで「剛史」を用いていることから本稿でも，「剛史」として表

記を統一する。 
3 反対にローソンの店舗内に郵便局を設置する場合もある 
4 内川(2005)pp.69. 
5 『プロフェッショナル仕事の流儀 コンビニエンスチェーン経営者 新浪剛史の仕事』ＮＨ

Ｋエンタープライズ. 
6『日経ビジネス』2002 年 7 月 1 日号。但し，『プロフェッショナル仕事の流儀 コンビニエン

スチェーン経営者 新浪剛史の仕事』ＮＨＫエンタープライズでは，5 年で 10 倍の 100 億円

とあるが，ここでは日経ビジネスの記載に従った。 
7 後に上意下達ではなく，馬耳東風文化であることに気が付いたと述べている。「実は途中から

分かったのは馬耳東風なんですよね。中内さんってアイデアマンだから，次から次へと新しい

ことを言うんですね。そうすると，どうせまたすぐ忘れて次のことが来るだろうって，その次

のこともうまくよけていけばいいやと。」（新浪氏，2009 年 11 月 18 日） 
8 執行役員（ヒューマンリソースステーションディレクター）村山 啓氏 2009 年 6 月 19 日 
9 2009 年 6 月 26 日 
10 『日経ビジネス』2002 年 7 月 1 日号. 
11  商品総数が「約」となっているのは，商品の入れ替わりが激しく，数量限定や期間限定の

商品もあるため，商品数が常に変動しているからである。例えば，「新潟コシヒカリおにぎり」

だけでも，「焼きさけハラミ」「生たらこ」以降，「うなぎまぶし」（第３弾：数量限定）「大粒い

くら」（第４弾：不定期販売）「豚角煮」（第５弾：季節限定）が販売されている。 
12 『日経ビジネス』2003 年 5 月 5 日号. 
13『プロフェッショナル仕事の流儀 コンビニエンスチェーン経営者 新浪剛史の仕事』ＮＨ

Ｋエンタープライズ. 
14  2004 年までは年間約 170 時間 
15 アニューアルレポート 2003  

http://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2003.pdf  
16 内川(2005)pp.198. 
17 「現場の壁をなくそう」『日経ビジネス』2005 年 10 月 3 日号. 
18「「地産外商」に勝機あり」『日経ビジネス』2008 年 11 月 3 日号. 

http://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2003.pdf

